
プラスチック製容器包装再商品化におけるデータ確認と公表

※容器包装のリサイクルフロー透明化に関連し、容リ協会が現在実施している
プ ク製容器包装 商品化 おける分別適合物 引 りから 商品化製品 利 る

平成21年3月16日
（財）日本容器包装リサイクル協会

資料３

プラスチック製容器包装再商品化における分別適合物の引取りから再商品化製品の利用に至る
データ確認内容と公表事項について説明する。

１．ベール引取りから再商品化製品利用までの確認情報 － 月次報告と半期報告 －（P2）

・通常業務として、再商品化委託費用（協会→再商品化事業者）の支払い実施を決定するまでの通常業務として、再商品化委託費用（協会→再商品化事業者）の支払い実施を決定するまでの
データ確認手順を示す。
なお、再商品化製品の販売先は、「引取り同意書」を協会が事前にチェックし承認した利用事業者に限定。

「引取り同意書」とは、再商品化事業者が自社の再商品化製品の売り先候補である利用事業者から
（サンプル評価等を経て）ペレット等の購入に「同意」することを署名・捺印してもらった帳票。
引取り同意書を得た再商品化事業者は販売前に容リ協会に提出しなければならない。

・さらに、半期に一度は再商品化製品の品質や再生処理工程で発生した廃棄物に関する報告を受ける。

２ 再商品化におけるマテリアルフロ （P3 4）２．再商品化におけるマテリアルフロー（P3,4）

・図２．はH19年度通年について示す。使用データの殆どは既に公表しているが、マテリアルフローの形式とした。
・再商品化（再商品化製品の販売をもって完結）は「ベール引取り後3ヶ月以内」と規程していることから、
翌年の6月に前年度の再商品化事業が完結する。本図では完結までのデータを集計した。

・なお、参考として年次が終了しない過渡期のデータ確認状況を図３に示す。再商品化が完結していないため、
各工程の在庫等のデータ確認を行っている。

３ 全再商品化施設（工場）の件数と落札量（P5）３．全再商品化施設（工場）の件数と落札量（P5）

・図４．はH19年度の落札データを集計したもの。
全再商品化事業者の件数、規模を示すが、事業者によっては複数の施設（工場）を有するため、
データは施設（工場）単位とした。

４．材料リサイクルにおける再商品化製品利用事業者の件数と利用量（P6）

・図5 はH19年度の実績データを集計したもの図5．はH19年度の実績デ タを集計したもの。
なお、利用事業者には直接、成形を行う会社と成形用の再生樹脂に再調製し、それを成形事業者等に
販売するコンパウンディング会社がある。また、一つの会社でもその両方を行う会社も存在する。

５．その他の公開情報（P7～）

・その他、容リ協会HPに公開している主な情報を示す（プラスチック容器包装再商品化関連）。
HPではこれらの情報にリンクが張られ、各データや情報内容を示すことが可能となっている。
（再商品化製品の利用に関する掲載内容を例示する）（再商品化製品の利用に関する掲載内容を例示する）
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図１．ベール引取りから再商品化製品利用までの確認情報
－ 月次報告と半期報告 －

引取り
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・製品品質情報
・プラ廃棄物処理状況
・マニフェスト一覧

再商品化事業者から
半期毎に受ける報告

・工程投入量
・各在庫量
・仕掛量
・廃棄物発生量/搬出量
・生産量、収率
・稼働時間 他

←「引取り同意書」を協会が事前チェック・承認①
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※図中、 ①・・は時系列を示す
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市町村

引き渡し 分別基準適合物 再商品化（製品販売）

引き取り （再商品化率）

残渣排出量

内訳% 内訳%
材料リサイクル プラ原料（素形材） パレット 51,490 34%

150,110 プラスチック板 12,690 8%
51% 295,852 (51) 再生樹脂 51,564 34%

(100) 棒・杭・擬木 16,692 11%
電力・通信用資材 3,467 2%
土木建築用資材 8,505 6%
園芸農業用資材 2,321 2%
工業用部品 207 0%
日用雑貨品・その他 3,132 2%

100%

プラスチック系廃棄物 単純焼却 15,142 10%
引き渡し量 155,994 焼却エネルギー回収 38,355 25%

(53) ＲＰＦ化（製紙会社等で利用） 56,551 36%
580,475 （含水） セメント原燃料化 30,262 19%

（不燃物残渣　含まず） 焼却発電 0%
100% 油化 0%

　 ガス化 0%
その他 15,685 10%

100%

油化 炭化水素油 化学原料 9%
4,298

1% 7,592 (57) 406
(100)

プラスチック系廃棄物 熱利用 91%
195
(3) 3,892

熱分解残渣
20
(0)

（低質分ガスは焼却）
（不燃物残渣　含まず）

高炉還元剤化 高炉還元剤 高炉還元剤として消費 100%
31,016 100%

7% 41,064 (76)
(100)

プラスチック系廃棄物
5,314
(13)

（不燃物残渣　含まず）

コークス炉 コークス炉化学原料 コークス 20%
化学原料化　 137,959 20%

27% 154,308 (89)
(100)

プラスチック系廃棄物 炭化水素油 40%
950 40%
(1)

（不燃物残渣　含まず）
（一部、推定） コークス炉ガス 40%

40%

ガス化 合成ガス 化学原料 41%
57,969 （アンモニア合成の原料）

14% 81,659 (71) 23,890
(100)

プラスチック系廃棄物 熱利用 59%
0
0 34,079

未利用ガス
（焼却）

？
（スラグ、他含まず）

再生処理事業者

販売先の用途

廃棄物処理先

利用事業者/残渣処理先

図２．平成19年度 プラスチック製容器包装再商品化マテリアルフロー図

注）本図は４月～翌年６月（ベール引取りは３月）までのデータを示す。
HPで公開しているデータは速報性のため4月～翌年3月の集計であり、異なる値となっている。
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市町村

引き渡し 引き取り 工程投入量 再商品化製品製造 製品販売量
（再商品化率）

残渣排出量

内訳% 内訳%
材料リサイクル プラ原料（素形材） パレット 27,940 34%
引取量 174,828 84,414 81,604 プラスチック板 5,531 7%

60% 180,462 (100) (48) (47) 再生樹脂 32,787 40%
棒・杭・擬木 5,284 6%
電力・通信用資材 1,848 2%
土木建築用資材 4,960 6%
園芸農業用資材 1,128 1%
工業用部品 20 0%
日用雑貨品・その他 2,106 3%

100%

プラスチック系廃棄物 単純焼却 639 1%
引き渡し量 89,741 焼却エネルギー回収 24,455 27%

(51) ＲＰＦ化（製紙会社等で利用） 33,376 37%
303,178 （含水） セメント原燃料化 23,004 26%

不燃物残渣含まず 焼却発電 3,809 4%
100% 油化 1,409 2%

　 ガス化 5 0%
その他 3,045 3%

100%

油化 炭化水素油 化学原料 17%
引取量 2,410 1,321 1,271

1% 2,433 (100) (55) (53) 213

プラスチック系廃棄物 熱利用 83%
151
(6) 1058

熱分解残渣 （低質分ガスは焼却）
7
(0)

（低質分ガスは焼却）

（不燃物残渣　含まず）

高炉還元剤化 高炉還元剤 鉄鉱石還元剤等として消費 100%
引取量 9,944 7,518 7,505 100%

3% 9,946 (100) (76) (75)

プラスチック系廃棄物
1,431
(14)

（不燃残渣　含まず）

コークス炉化学 コークス炉化学原料 コークス 20%
原料化　引取量 71,957 64,426 64,295 20%

25% 75,357 (100) (90) (89)

プラスチック系廃棄物 炭化水素油（化学原料） 40%
713 40%
(1)

（不燃残渣　含まず）
コークス炉ガス 40%

40%

ガス化 合成ガス 化学原料 88%
引取量 28,814 21,087 21,087 （アンモニア合成の原料）

12% 34,979 (100) (73) (73) 18,489

プラスチック系廃棄物 燃料化 12%
0
0 2,598

　　　　この差は、ベール在庫 未利用ガス
（焼却）

？
（スラグ、他含まず）

　　　　　　　　　この差は、製品在庫

廃棄物処理先

再生処理事業者

分別適合物の引取り 再商品化

利用事業者/残渣処理先

販売先の用途

図３．平成20年度上期 プラスチック製容器包装再商品化マテリアルフロー図【参考】
（H20.4～9）
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図４.全再商品化施設（工場）の件数と落札量
－ H19年度 実績 －

・全98施設（材料＝85工場、ケミカル＝１３工場）で、
合計63万トン（材料＝32.4万トン、ケミカル＝30.6万トン）の落札。
・全事業者の施設（工場）に対し最低１回/年（新規事業者は２回/年）の立入検査を実施。
（立入検査はアポイントなしで行い、品質測定のためのサンプリングも協会が行う）
・立入検査では前日（直近）の作業月報（日報）の提出を求め、各在庫量を現場で照合。
工程からの廃棄物処理に関するマニフェストをランダムな日付でチェック。月報との照合
を行う。その他現場管理状況等をチェックする。
・この他に、ベール検査他のため訪問。
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図５.材料リサイクル再商品化製品利用事業者の件数と処理量
－ H19年度 実績 －

・全123社で、合計15万トンの再商品化製品が再利用された。
・このうち、件数で約1/3を現地調査した。これは、利用量で見ると約88％に相当。
・特に新規の取引では、事前に訪問チェックし、再商品化製品の販売について
諾否を判断し、再商品化事業者に通告。
・新規では小規模事業者にも実施していること、また利用継続中の会社で
過去の訪問調査実施分を加えると立ち入り調査数は上記を超える。
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容器包装リサイクル協会 HP にて公表しているプラスチック再商品化に関する主要データ

（http://www.jcpra.or.jp/material/plastic/index.html） 

 

(1)特定事業者に関する資料・データ 

  特定事業者数／特定事業者からの受託量（全国・年次実績） 

(2)再商品化費用の支払（義務履行）に関する資料・データ 

  受託料総額, 委託単価, 再商品化義務量算定係数 

  再商品化義務履行者リスト, 委託料金事業者別リスト（公表同意事業者のみ） 

(3)市町村に関する資料・データ 

  引き取り市町村数,指定保管施設数 

(4)引取契約に関する資料・データ 

  分別基準適合物の引取契約状況（全国・年次） 

  市町村別契約量（その他プラスチック,白色トレイ） 

  特定事業者責任比率および市町村負担比率 

  再資源化受託料（総額） 

(5)合理化拠出金に関する資料・データ 

  市町村への資金拠出制度について 

(6)指定保管施設に集められたプラスチック製容器包装の引き渡しに関する資料・データ 

  分別基準適合物の引取実績状況（全国・年次） 

  市町村別引取実績量（その他プラスチック,白色トレイ） 

  分別基準適合物の引取実績状況（全国・月次実績） 

(7)再商品化事業者に関する資料・データ 

  再生処理事業者数, 契約事業者リスト 

  再商品化製品量（年次,月次） 

(8)一般競争入札に関する資料・データ 

  落札単価（加重平均）, 落札状況 

  落札結果（その他プラスチック,白色トレイ） 

  再商品化事業者別落札数量（その他プラスチック,白色トレイ） 

(9)委託費用の支払に関する資料・データ 

  委託料総額 

(10)再商品化製品販売に関する資料・データ 

  再商品化製品利用状況（その他プラスチック,白色トレイの内訳 月次実績） 

(11)再商品化製品利用事業者に関する資料・データ（材料リサイクル） 

  再商品化製品の用途別内訳（年次） 

  20 年度再商品化製品の用途例,  再商品化製品利用製品の写真 
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次頁に例示



次頁に例示

クリック先（製品写真）を
次々頁から例示
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